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はじめに 
 
 1990 年代末葉以降、いよいよ深刻化する雇用の不安定化と賃金の傾向的下落という事態は、
とりわけ非正規雇用・不安定就業労働者にとっての拠り所としての、労働組合（ユニオン）の
存在意義をめぐる問題をあらためて前景化し、またそういった労働者を組織化することを労働
組合にとって喫緊の課題として浮上させつつある。そして、雇用形態や属性の上で様々なカテ
ゴリーに分類しうる非正規雇用・不安定就労労働者のなかでも、とりわけ困難な状況に置かれ
がちな存在が外国人労働者である。このことは必然的に、外国人労働者の組織化を、今日の労
働組合にとってきわめて重要な組織的課題のひとつとして、運動主体や研究者に提起するもの
と言えよう。 
 本稿は、こうした問題状況を念頭におきつつ、日本の労働組合による外国人労働者の組織化
にあたっては、いかなる戦略や組織のあり方が求められるのか、という問題に対する解答の手
がかりを、産業別労働組合の地域支部による組織化活動を素材として考察することを目的とし
たものである。 
以下本論では、まず第 1 節において、日本における外国人労働者問題の位相を確認し、それ
をふまえたとき、外国人の組織化にあたっては何がとくに着目すべき視点となるのかを論じる。
産業別労働組合の地域支部にとくに注目する理由もここで明らかにされよう。そして第 2 節で
は、具体的なケースとして、浜松市を中心とする静岡県西部地域における、金属機械産業の産
別労組支部による、日系ブラジル人を中心とする外国人労働者の組織化を取り上げ分析する。
そして結語にあたる第 3 節では、リーマン・ショック後に同労組の組織化が頓挫した状況をふ
まえて、今後の展望について考察を加えてみたい。 
 
１．外国人労働者問題の日本的位相と組織化戦略 
 
よく知られているように、日本は、「外国人の単純労働者は原則として受け入れない」という
政府の公式方針の下、他の先進国に比較して「労働鎖国」的な性格が強い状態を、少なくとも
形式上・表面上は堅持している。にもかかわらず、実態としては否応なく国内労働市場におけ
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る多国籍化・マルチエスニック化が進行し、外国人労働者抜きの雇用社会は想像し難いという
領域にまで踏み込みつつあることも、今や公然の秘密となっている。しかしながら、日本にお
ける外国人労働者の存在は、他の先進国や、日本国内における他の非正規雇用問題などと比較
したとき、依然として不可視の領域にあると言わねばならない。それには法制度上の問題など
いくつかの理由が考えられるが、ひとつには、日本における外国人（移民）労働者の、他の先
進国とは異なる、次のような独特の性格の存在を指摘しうる。 
世界システム論に基づく国際労働力移動研究の知見によれば、今日における資本主義のグ
ローバルな展開が、途上国から先進国への国境を越える労働力移動を引き起こすメカニズムは、
一般的には次のように説明される。 
グローバリゼーションの進展にともなう資本の国際移動とは、資本主義システムの中核諸国
（先進国）に拠点を置く大企業が、生産拠点を周辺・半周辺諸国に移転する動きとして現れ、
それゆえ中核諸国においては移民労働者を吸収しうるような単純労働の雇用は減少するはずで
ある。だが、生産拠点（工場）を減少させた中核諸国には、全世界に分散配置された工場を統
括するために、本社機能が集積することになる。こうして、多国籍化した企業の本社機能が集
中する中核諸国における主要都市（例えばニューヨーク、ロンドン、東京、ソウル等）は「世
界都市」という性格を帯びるようになる。 
そして世界都市には多国籍企業の総合本社が設置されることに伴い、その活動を支える情
報・通信、金融など、「ハイエンドなサービス産業」が集積し、そうした業種の企業も拠点を置
くことになる。そしてそこには、多国籍企業本社やハイエンドなサービス産業に属する企業で
働く（新）中間層やエリート・ビジネスパーソンも集中することになる。その一方で、世界都
市においては、そうした中間層・エリート層に属する人々がもつ多様なニーズに対応した「ロー
エンドなサービス産業」も発達することになる。つまり、フレキシブルに勤務するこうした中
間層・エリート層勤労者に対応するための、コンビニエンス・ストアを典型とする小売業や、
こうした人々の多様な嗜好に見合う外食産業などであり、そこで労働力が必要とされる職種は
対人サービスを中心とする低賃金職種である。今日、周辺・半周辺から中核諸国へは、こうし
た世界都市におけるローエンドなサービス産業の労働力が吸引されつつある、というわけであ
る1)。 
 国際労働力移動をめぐるこのような構図は、例えばアメリカ合州国において、低賃金の対人
サービス職種と伝統的な製造業の生産労働およびホワイトカラーといった各職種の間に、目に
見えやすい形でエスニック集団別の分離が存在し、対人サービス従事者や清掃労働者といった
低賃金・不安定雇用職の多くをヒスパニック等の比較的新しい移民労働者層が占めているとい
う社会状況を前にしたとき2)、説得力をもってわれわれの前に浮かび上がってくる。 
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ところが日本においては、こうした図式だけでは説明が難しい独特な状況が看取される。ひ
とつには、若年向け社会保障給付の低位と高等教育費の受益者負担の重さ、さらには家族・ジェ
ンダー構造の特殊性3) といった要因ゆえに、学生・フリーターなどから成る若年男女や既婚女
性を中心とする日本人も、ローエンド・サービス産業の労働市場における低賃金労働力の供給
源として、分厚い層をなして存在することである。したがって、そうしたサービス業の労働現
場には外国人労働者もまたそれら日本人と競合しつつ散在するものの、欧米のように特定の低
階層職種に集中する労働者集団として可視化されることは少ない。 
他方で製造業部門においては、わが国特有の二重構造と系列関係の存在によって、グローバ
ル化が進展する状況下においても、依然として系列関係を利用して下請中小企業にコスト削減
の負担を転化するという戦略をとり続ける大企業の存在ともあいまって、生産拠点を海外に移
転する力に乏しい中小企業が国内の工業都市にかなりの程度存在し続けることになる。それゆ
え、日本では伝統的製造業のとりわけ中小セクターが、外国人（移民）労働者を吸引する部門
として重要な位置を占めるのである。 
わが国では、消費都市で生活する「一般市民」にとって、外国人労働者とは、コンビニやレ
ストランその他で日々接する身近な存在でありながらも、それが「層」や「集団」として認識
されることは少なく、かわりに「○○市（町）は××人がいっぱいの街になっているらしい」
といった形で、自らの生きる地域社会におけるリアルな問題として捉え難いイメージを伴って
しか語られないのは、こうした状況のためである。 
このことは、外国人労働者の労働組合への組織化という論点をめぐっても、日本独自の状況
や課題を提起するものとなる。例えばアメリカでは、カリフォルニアでビル清掃労働者の組織
化に成功した運動として知られる JfJ に見られるように、移民労働者の組織化にあたっても、
まさに「世界都市」たる大消費都市の只中で、第三次産業中心の複合産別的な組織が、「公正」
や「正義」を掲げて広範な市民に連帯と支持を訴えるキャンペーンを重要な手段としつつ、特
定の職種をターゲットとして短期間に多数の労働者を獲得するといった、「社会運動ユニオニズ
ム」的な組織化戦略が効果を発揮してきた4)。 
しかし前述したような状況ゆえに、日本においてはそうした組織化戦略をとりうる条件が相
対的には希薄である。とくに首都圏や京阪神といった巨大な消費都市においては、労働相談と
個別紛争への関与を中心に活動する日本独特のコミュニティ・ユニオンが外国人組織化の中心
的な担い手となってきたのも、こうした事情を背景としてのことなのであるが、その一方で、
製造業地域においては伝統的な産業別組織が重要な役割を発揮しうる余地がまだ大きいと見る
ことができる。つまり、日本における外国人労働者の組織化をめぐっては、「産業」と「地域」
の２つの軸を立てて考察する必要があるのである。われわれが産業別労組の地域支部に着目し
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なければならない理由もそこにある。 
 だが、外国人労働者の組織化に関するこれまでの研究では、主たる対象となってきたのはコ
ミュニティ・ユニオンによる組織化であり5)、また産業別組織による取り組みに関する研究も
存在するものの、それは単産本部による特定のエスニック集団の支援組織や、特定の事業所に
おける紛争への介入プロセスに着目するものであった6)。 
 次節以降においては、このような外国人労働者をめぐる基本的な構図と研究動向をふまえ、
浜松を中心とする静岡県西部地域の製造業を舞台とする、金属機械産業の産業別労働組合によ
る組織化活動の検討を通じて、日本における外国人労働者の組織化をめぐる課題と展望につい
て考察を加えてゆくことにしよう。 
 ところで、具体的な分析に入る前に、本稿でキーワード的な位置づけをもつ術語の定義につ
いて、いくつかの点を確認しておきたい。まず、「産業別労働組合」についてである。日本でこ
の用語が使われるときには、2 通りの意味がある。ひとつは厳密な意味での労働組合の組織原
理にかかわる用語法である。「欧米の労働組合は産業別労働組合が主流であるが、日本には産業
別労働組合はほとんど存在せず、大多数が企業別労働組合である」といった言い方がそれであ
る。もうひとつは、日本にも現に存在する「産業レベルにおける労働団体」を指して産業別労
働組合と呼ぶ使い方である。たとえば、「電機連合」や「自動車総連」といった、企業別労組の
産業別連合体を指して「産業別労働組合」と呼ぶような用語法である7)。 
 本稿における「産業別労働組合」は当然後者の意味に限定された意味で使われるもの、と思
われるかもしれないが、実は前者の意味をも含意させた術語として用いている。「日本には海員
組合を除いて産業別労働組合は存在しない」という教科書的理解からすれば、本稿のような日
本の製造業における労働組合を取り扱ったテーマで、そのような意味での「産業別労働組合」
が登場することはおかしい、との批判は当然想定されるところである。だが、こうした「日本
における産業別労働組合の存在・不存在」問題をめぐる理解は、やや過度に図式的、あるいは
単純化のしすぎである点に注意しなければならない。 
こうした理解の背景にあるのは、ひとつには「産業別労働組合」を「産業別団体交渉」「産業
別労働協約」とワンセットで捉える発想であろう。後二者を実現していない労働組合は産業別
労働組合ではない、というわけである。これは西欧、とりわけドイツの労使関係システムを産
業別労働組合のあり方の標準的なモデルとして理解するものであるが、実はこうした理解に立
つ限り、たとえばアメリカには産業別労働組合は存在しないことになってしまう。伝統的なア
メリカの製造業では、団体交渉は基本的に産業別労組の本部と各企業の間での対角線交渉の形
でおこなわれ、したがって当然、労働協約は企業あるいは事業所ごとに締結され、産業別協約
は基本的に存在しない。さらに、公務・マスコミなどのように、団体交渉の主体でさえ、企業・
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事業所ないし自治体単位の組合組織となっている職種・産業もある8)。しかし労働運動史の教
科書的な文献では、産業別労組はアメリカで生まれたことになっているし、現在もアメリカの
労働組合と言えば産業別労働組合である、ということに疑いが差し挟まれることもあまりない。 
無論、日本の企業別労組とアメリカの産業別労組支部が同質であるとか、アメリカの産業別
労組も日本における産業別連合体と同じようなものだ、と言いたいわけではない。両国の労働
組合組織のあり方には労働法制の違いや社会文化的差異も背景としたさまざまな大きな相違が
存在することを否定するものでもない。だがここで言えることは「産業別労働組合」と呼びう
るものの組織形態や運動のあり方をめぐっては、先に述べたようなドイツをモデルとした理念
型だけにとらわれない、幅のある理解が必要だということである。 
そうしたことを念頭におきつつ、例えば本稿で取り上げた具体的なケースに登場する全日本
金属情報機器労働組合（JMIU）について見てみよう。確かにこの組織も、企業別労組ではな
く個々の組合員が直接産業別組織に加入するという組織原理をもち、「真の産業別労働組合の建
設」を掲げながらも、実態としては企業別労組の連合体という性格を払拭できているわけでは
ない。しかし、春闘においては、東京など重点地区における統一要求の設定や統一ストの実施
など、産業別闘争を実質化する取り組みが展開されているだけではなく、団体交渉の方式とし
てアメリカの産別労組と類似の対角線交渉も広範に行われている9)。また何よりも、本稿にお
いて主要なアクターとして登場する「地域支部」の存在に着目しなければならない。この地域
支部は、JMIU の前身、総評・全国金属労組の時代である 1950 年代末から組織されてきた、
文字通り地域を単位とする個人加盟の支部である10)。これは、全金－JMIU が、少なくともい
くつかの地域レベルでは西欧型の組織形態を実質化してきた長い経験をもっていることを示し
ている。そして、この金属産別の地域支部という組織が、中小零細企業労働者や非正規労働者
など、主流の企業内労使関係に包摂されない周辺労働者の組織化を一貫して追求してきたこと
は、今般の外国人労働者の組織化にあたっても積極的な主体となる基礎条件を形成していると
見ることができるのである。 
いま一つの注意を要する概念として、「外国人労働者」についても言及しておこう。本稿で主
たる分析対象となる、静岡県西部地域における外国籍の労働者の多くを占めるのは、日系ブラ
ジル人である。よく知られているように、「単純労働者」については形式的な鎖国状態を続ける
日本の移民・労働法制において、1990 年の制度改正によって例外とされたカテゴリーがこの日
系人であり、これ以降、ブラジル国籍を中心とする日系ラテンアメリカ人労働者の就労が合法
性を獲得して、今日に至るまで最も可視化された外国籍の労働者グループを形成している。 
 この日系人労働者の位置づけについて、例えば大久保武の研究は、日系人を単純に「外国人
労働者」というカテゴリーには包摂しきれない、「日本人と外国人の中間に位置するマージナル
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な」存在として把握すべきだと主張する11)。こうした議論そのものは重要な問題提起であり、
首肯しうる部分も多い。だが本稿のテーマはあくまで労働組合による組織化であり、日本人と
は異なる言語・文化的背景をもち、組織化の対象となる主体自身もまた少数派としての明確な
エスニックアイデンティティを有する労働者をいかに組織するか、という課題に直面した労働
組合をめぐる考察である。そうした本稿のテーマに限定するかぎり、日系人労働者を「外国人
労働者」範疇に入れて論じることに、さしあたり問題は少ないと考えられる。 
 以上のような課題と対象の限定および概念定義をふまえて、次節では、JMIU 静岡西部地域
支部による外国人（日系ブラジル人）の組織化とその成果について、主として運動当事者によ
る記録12) と筆者らが実施した聞き取り調査に基づいて、その展開を簡潔に叙述し、組織拡大の
背景について分析を加えてみよう13)。 
 
２．JMIU 静岡西部地域支部による日系ブラジル人の組織化 
 
浜松市を核とする静岡県西部地域は、中京工業地帯と東海工業地域の交錯するエリアであり、
古くから楽器・輸送機械を中心とする製造業の集積地帯である。そしてこの地域における製造
業の事業所では、遅くとも 1990 年代から、多くの日系ブラジル人を中心とする外国人労働者
を生産工程における低廉かつ不可欠な労働力として利用してきた。こうした外国人労働者の大
半が請負・派遣といった形で雇用される（より正確に言えば、その多くがいわゆる偽装請負で
ある）不安定就労の労働者であり、低賃金で雇用保障もきわめて弱いことはもとより、社会保
険にも加入させられず、有給休暇も保障されず、頻発する事故に労災保険も適用されないなど、
雇主による脱法行為の結果として、健康・安全や生存さえもが常に危機にさらされる状況にお
かれる存在となってきたのである。 
 そうしたなかで、2003 年 3 月に結成されたのが JMIU 静岡西部地域支部である（以下、必
要に応じ「西部支部」と略記）。JMIU は金属加工・機械製造などを中心とする全国的な産業別
労働組合組織であり、傘下の大半が中小企業の組織、あるいは大企業内少数派組織である。前
述したようにその前身は総評傘下の全国金属労働組合（全金）であり、1989 年の労働戦線再編
にあたって、全金が金属機械（その後、旧同盟系のゼンキン連合と合流し、現在の名称は JAM）
と JMIU に分裂し、前者が連合加盟、後者が全労連加盟組織として新たに誕生したものである14)。 
 その JMIU の静岡西部地域支部は、同地域で地区労連（全労連系の地域共闘組織）に寄せら
れる労働相談から組織化への受け皿として結成された。地域によっては、こうした組織が、地
区労連自体が中心的主体となって、産別とは別に純然たるコミュニティ・ユニオン（ローカル
ユニオン）として結成される場合も多いが15)、この静岡県西部地域においては、機械工業を中
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心とする製造業集積地帯という性格がとくに強いという事情と、旧全金時代以来の伝統を有す
る河合楽器とその系列企業群における組織や活動家 OB が支援する体制も存在する、という背
景の下、産別組合 JMIU の一支部という性格と、コミュニティ・ユニオンという性格とを併せ
持つ組織として誕生したのである16)。 
 こうして発足した同支部は、結成当初 10 名余りで活動を開始した。ところが、発足から間
もない 2003 年 11 月に行われた全労連の全国一斉労働相談に際して、浜松市職労の斡旋により
ポルトガル語の通訳を配置できたこと、このことがその前後に在日ブラジル人向けの新聞『イ
ンターナショナル・プレス』で報じられたことで、浜松周辺のブラジル人から多数の労働相談
が日常的に寄せられるようになり、それらの労働相談への対応とトラブル解決のプロセスを通
じて、急速に日系ブラジル人労働者の組織化が進むこととなった17)。結果として、10 名程度で
の支部結成からわずか 4 年後の 2007 年には組合員数 350 名、派生的に誕生した磐田地域支部
を加えれば 380 名というハイペースな組織拡大を達成し、その組合員の圧倒的多数が日系ブラ
ジル人を中心とする外国人労働者である、という状況が現出したのである18)。 
 端緒においては偶発的な要素も絡んでいたとはいえ、その後かくも順調に組織化が進展した
ことの背景には、西部支部に特有の組織的性格がもつ優位性も存在したと考えられる。既に述
べたように、この組合は、金属機械産業における産別労組の支部組織でありつつも、結成の経
緯などから、コミュニティ・ユニオンとしての性格も併せもつものである19)。誰にでも開かれ
た労働相談への対応を梃子として、個別紛争の当事者である労働者を組織化する、という活動
スタイルを主とすることがコミュニティ・ユニオンの特徴であることはよく知られているが、
組合員となった者がトラブル解決と同時に組合を脱退してしまう傾向が強いという問題の存在
もまた、ユニオン関係者や研究者にとっては周知のものである20)。したがって、コミュニティ・
ユニオンとは、組織維持のためにも、日々新規の相談者に門戸を開き、相談・解決事例を常に
積み重ねてゆくことを、いわば「宿命づけられた」存在ともいえる。 
 このことは、多くのコミュニティ・ユニオンにとって人的資源や財政の面で組織を圧迫する
要因ともなるのであるが、目下の論件である外国人労働者の組織化という課題をめぐっては、
一定の好ましい効果をももったと考えられる。つまり、外国人労働者は、日本人との間に文化
的バックボーンや言語のギャップがあるだけではなく、とくに日系ラテンアメリカ人を中心と
する、日本に合法的に滞在できる外国人労働者は、日本と母国を行ったり来たりする「還流型
移民」となる傾向が強い21)。それゆえ、外国人労働者を支援して組織化し、紛争を解決したと
しても、当該労働者は組織に定着せず職場や日本社会を離れる可能性も高い。外国人労働者の
組織化に関わった労働組合でも、コミュニティ・ユニオンのような組織ではない伝統的な産業
別組織の活動家は、こうした事態に直面して「外国人労働者に裏切られた」という感覚を抱き、
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その以後、外国人の組織化にはきわめて消極的になった、という事例が報告されている22)。 
 それに対して、コミュニティ・ユニオンの活動家にとっては、紛争解決後の組合員の離脱と
いう現象は、決して好ましいものではないにせよ、もはやある程度「織り込み済み」のことで
ある。ユニオンの活動家は、組織拡大のためにはもちろん、組織維持のためでさえ、外国人で
あろうと日本人であろうと、ひとつひとつのケースの当事者の帰趨について「去るものを追」っ
たり、「裏切り」と捉えるよりも、常に新しい相談者、新しいケースに取り組まねばならないこ
とを自ずと認識するほかない環境にあると言える。西部支部で活動していたオルグは、組織拡
大が成功した要因として「多くの解決事例を積み上げた」ことを挙げているが23)、それは、同
支部が今述べたようなコミュニティ・ユニオン型組織であったことの積極的な側面を示唆する
ものと言ってよいであろう。 
 だが、西部支部の組織拡大の背景にあったものはそれだけではない。同支部は、例えばスズ
キ自動車の系列企業である藤産業に偽装請負で間接雇用されていた約 70 名の外国人労働者を
組織し、直接雇用化を勝ちとって、その後も分会組織を一定期間維持し続けるなど、労働組合
としてはオーソドックスな路線とも言える、職場を基礎とした組織化も追求してきたし24)、そ
のことが組織拡大にとってさらにプラスの効果をもたらしたことは間違いない。こうした職場
を基盤とした組織化重視の方針は、同支部が、前述したようにコミュニティ・ユニオン的性格
をもった組織であるだけではなく、同時に JMIU という産別組織の一部でもあり、その中央本
部と連携を密にとりつつ活動を展開する、まさに産業別労組の地域支部であることと無関係で
はないであろう。 
 JMIU は非正規労働者の組織化に積極的な労働者組織のなかでも、「「事件解決型」から「労
働組合づくり型」へ」という組織化方針を掲げ、職場を基礎とする組織建設と組織拡大をとり
わけ重視してきた労働組合である25)。これに比べれば、あくまで一般的な傾向としてではある
が、コミュニティ・ユニオンは、相談窓口としてあらゆる労働者に頼りにされる「公共的」な
存在となり、組合員が常に入れ替わりつつ、組織規模は小さなまま定常的になるという状態に
陥りがちである26)。西部支部がかかる状況に陥ることを回避し、組合員の増大による組織拡大
を、少なくともリーマン・ショックによって雇用と組織をめぐる環境が激変する時期までは実
現してきたことの要因として、このような産業別労働組合の一部であったということを要因と
して無視することはできない。 
 無論、同支部による外国人労働者組織化成功のプロセスにおいては、外国人組合員を対象と
した月 1 回の定例学習会の開催や、ポルトガル語によるパンフレットの作成、外国人活動家の
育成など、地道な主体的取り組みがあったことを見逃してはならず27)、これまで述べてきたよ
うな組織的な特質がストレートに組織拡大の成功につながったと単純に捉えるべきではない。
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しかしながら、そうした能動的な取り組みの前提となる基礎条件として、コミュニティ・ユニ
オンとしての特性と産業別労組内の一組織という性格をともに有していることは、やはり重要
な意味をもっていたと思われるのである。 
３．リーマン・ショック後の頓挫と展望―むすびにかえて 
 
 だが、JMIU 静岡西部地域支部のこうした順調な組織拡大は、2008 年 9 月に発生したリー
マン・ショックがもたらした、輸出向け製造業を中心とする日本経済への打撃を契機として一
頓挫をきたし、その後同支部の組織は縮小へと向かう。 
 リーマン・ショックが雇用情勢にも深刻な影響をもたらしたことは、2008 年末～2009 年初
の「派遣村」運動によっても象徴される、よく知られた事実であるが、実はブラジル人など外
国人労働者の被った打撃は、全体の動向よりはるかに大きなものであった。リーマン・ショッ
ク後の経済恐慌によって、日本の失業者は 2008 年 9 月以降のおよそ 1 年の間に 80 万人以上増
加し、有効求人倍率も 0.83 から 0.42 まで下がり、失業率も 1953 年以来最悪の状況になった。
しかし全体の失業率はそれでも 5%台後半であり、2 ポイント弱の上昇である。これに対して、
各種調査の示すリーマン・ショック直後における在日ブラジル人の失業率は、軒並み 40%を記
録したのである28)。静岡県西部地域を含む中部地方も、もちろんこうした情勢の例外ではあり
えなかった。ウラノ・エジソンによれば、この時期、同地方におけるブラジル人のうち、実に
5～7 割が職を失ったと推計されるという29)。 
こうした雇用情勢のなか、西部支部の組織も大きな打撃を受けることとなる。先に見たよう
に、2007 年には約 350 名を数えた同支部の組織人員は、リーマン・ショックを境として急速
に減少し、2012 年 10 月の時点で約 150 名にまで減少したのである30)。 
 外国人、とりわけブラジル人労働者をめぐる雇用情勢の悪化が、西部支部のような労働組合
の組織人員の急激な減少に結びついた理由は、大量失業によって在日ブラジル人の大量帰国が
起こったことであった。ブラジル人の流出はリーマン・ショック直後から始まり、2009 年末の
段階で、ショック前と比較しての在日ブラジル人人口は、約 8 万人、率にして 25%もの減少を
みることになったのである31)。わずか 1 年半の間に、それなりの規模をもつエスニック集団の
うち 4 分の 1 が流出するという、まさに異様な事態である。 
 経済危機と雇用危機がかくまで激しい人口移動と大量帰国をもたらすという事実は、先に述
べたように、日系ブラジル人の多数が未だ、日本社会への定着度の弱い「還流型移民」である
ことを裏づけるものであったと言える32)。国境を越える「出稼ぎ労働者」と呼ぶこともできる
こうした還流型移民は、エスニシティの如何をとわず、安定的な組織化が難しい存在でもある33)。 
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 したがって、リーマン・ショック後における西部支部組織の急速な縮減は、指導者やオルグ、
上部組織などによる努力によってはいかんともし難い問題でもあった面は否定できない。だが
他方で、日系ブラジル人がこうした還流型移民であり続け、経済の好・不調によって容易に国
境を越えて流動する存在であり続けること自体の問題性を、労働組合が問うことは可能である
し、問わなければならないものでもあろう。特定のエスニック集団が、好・不況にともなう雇
用の調整弁として利用され、特定の外国が雇用の調整池として利用される、などという事態は、
われわれの社会の健全さや公正さを疑わしめるものとなるし、日本人を含むその他の労働者に
とっても、労働条件引上げにとっての「死錘」として機能しかねないからである。 
 もちろん、特定のエスニック集団を「還流型」から離陸させ、社会への定着と共生を実現し
てゆく、というような重い課題は、ひとり労働組合だけで担いうるようなものではない。それ
は、我々の社会全体が問題を共有し、公共政策や各種の社会運動を通じた取組みがなされるこ
とを通じてようやく実現されるものであろう34)。例えば、本稿の主題となった日系ブラジル人
労働者の大多数が派遣や請負、さらには偽装請負といった間接雇用形態の下にあることが、彼
／彼女らの日本の雇用社会への定着を困難ならしめていることは既に示唆したところであり、
そうした点からは、労働者派遣に関する法制度の抜本的改善は、この問題にとっても急務であ
ると言うことができる。 
 だが、そのような問題領域のなかでも、労働組合ならでは貢献しがたいこともやはりあると
思われる。それは、社会への定着の第一歩となりうる職場への定着を促進することである。以
前別稿で論じたように35)、「雇用が流動化しているので職場を基礎とした組織化はできない」と
いった言説は正しくなく、むしろ、職場に労働組合が組織されていることが流動化を抑制する
のである。その意味で、本稿で取り上げた JMIU 静岡西部地域支部が、コミュニティ・ユニオ
ン（ローカルユニオン）として活動していると同時に、職場を基礎とする組織化を重視する産
業別労組であることの意味はやはり大きい。現在のところ、リーマン・ショック後の困難な状
況を脱していないと見える同支部であるが、それでもその歴史的経験に学ぶことは、外国人労
働者のみならず、非正規・不安定就業労働者全般の組織化と労働条件改善という課題をめぐっ
ても、多くの示唆をわれわれに与えてくれるものと言えよう。 
 
（付記）本稿は、専修大学社会科学研究所「若年・青年層の不安定就労ならびに社会保障制度の現状」研
究グループによる、静岡県における労働者支援・就労支援活動に関する総合的な調査（2012 年 10-11 月）
の一環として実施した、JMIU 静岡西部地域支部関係者へのヒアリング調査と資料調査をもとに執筆され
たものである。ご多忙ななか調査にご協力いただいた青木克之書記長はじめ同支部および静岡西部地区労
連関係者各位に御礼申し上げたい。 
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